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	· 事例
	：
	「無断欠勤の従業員を除名した会社はなぜ敗訴したか・・・P2

	· 重要法規解説
	：
	国家税務総局の「国家税務総局の税収サービス及び管理の創新に関する意見」の配布についての解説・・・・・・・・・・P3　　　　　　　　　　　　　

	· 主要法令
	：
	特に日系企業にかかわりのある最新法規の情報・・・・・・P5 




通勤途中の労災認定について

一、事実経緯

沈氏と張氏はある石油会社の従業員であり、会社の勤務時間は8時から17時半まで、昼休み12時から14時まで。沈氏と張氏は通常会社手配の送迎バスで通勤し、およそ30分かかって18時前後に帰宅。

2007年6月19日、沈氏と張氏は、退勤後会社の通勤バスで帰宅ではなく、会社で車を沈氏に返却しにくる童氏と合流した後、およそ18時20分に童氏と三人で会社近くのレストランに食事に行った。食事中、沈氏は少しビールを飲んだ。19時30分頃、沈氏は車を運転し、張氏に搭乗してもらって帰宅途中で交通事故に遭い、沈氏と張氏はは即死。交通管理部門は飲酒運転し、対向車線を占用したため、その事故に対して主要責任を負う。トラック運転手は次責、張氏は無責と認定した。
事故後、沈氏と張氏の家族は地元の労働保障部門に労災認定を申請した。

二、裁判判決

労災保障部門は、受理後調べ、上記の事実を確認し、関連規定に基づき、出退勤途中について一般的には通勤ルート、勤務時間及び通勤に必要な時間という三つの要素を基準として判断すべきであると認定されていた。通勤に必要な時間とは、本人が選んだ通勤ルートと通勤手段で会社から自宅までに必要な時間を指す。本件において、沈氏と張氏はおよそ18時20分に会社を離れ、19時20分に事故に遭ったのは通常の通勤時間より多く超えている。「労災保険条例」第14条第6項に定める「出退勤途中で自動車事故に遭う」に基づき、沈氏と張氏の死亡を労災として認定することができないと労災保障部門が認定している。

沈氏と張氏の家族は、当該労災認定に不服し、行政不服審査、行政訴訟一審及び二審を提訴した。出退勤途中については合理的な時間延長と合理的な通勤ルートが含まなければならず、沈氏と張氏が退勤後同僚と一緒に食事に行くために短時間の延長が合理的であるので、その交通事故を労災として認定することができると沈氏及び張氏の家族は主張した。

二審の裁判所は、沈氏と張氏の退勤から事故発生時までの時間が通常の帰宅までの時間と比べて長すぎることから、通勤に必要な時間として認定することができないと決めている。

三、コメント

一般的には、出退勤途中とは、会社から自宅までの必要な通勤時間と合理的な通勤ルートを指す。合理的な通勤時間とは、多数の人が受け入れられる時間を指し、合理的な通勤ルートとは、多くの人が受け入れられるルートを指すべきである。

通勤時間については、従業員が退勤後会社で10分或いは20分かかって私物を片付けることなどをした場合は、それを合理的な通勤時間に含めることが必要である。1時間或いは2時間かかって私的な事をした場合はそれが合理的であると認定するなら、多くの人にとっては受け入れられないのである。

通勤ルートについては、出退勤の途中でついでに子供を学校まで送り、買い物に行くなど他の用事を済ませた場合は、それを合理的な通勤ルートと認定することができる。退勤後友達と一緒に食事に行くためのルートを通勤ルートと認定するのは不合理である。

上記通勤時間と通勤ルートの推定について、十分な証拠があった場合はその証拠を利用して「出退勤途中」を認定することが必要である。変動できる時間とルートの確定については時と場合によって変わっている。また、従業員の住所については主要住所で労災の有無を認定する必要がある。

「最高人民法院の労災保険行政案件の審理に関する若干問題
についての規定」の解釈について
最高人民法院は、「最高人民法院の労災保険行政案件の審理に関する若干問題についての規定」（以下、「規定」という）を公布し、2014年9月1日より施行する。ここに「規定」の内容について以下の通り取り纏めてみます。
一、背景

2011年1月1日改訂版の「労災保険条例」は実施されてから、労災保険行政の案件数は大幅に増加し、労災案件の審判における判断し難い問題が多く、解決の難易度がますます高まってくる。その行政紛争を善処し、司法の尺度を統一する為に、最高裁は「規定」を公布した。

二、労働関係認定

「規定」第三条は社会保険行政部門が以下の単位（単位とは、各領域に違った地位があり、機関、団体、事業または企業に出勤する場所を指すこと、以下同じ）を労災保険責任を負う単位と認定する。

（一）
従業員が2社或いは2社以上の単位と労働関係を形成して労災事故に遭った場合は、従業員が勤務している単位を労災保険責任を負う単位とする。

（二）
労務派遣単位より派遣された従業員が派遣先で仕事により死傷した場合、派遣単位を労災保険責任を負う単位とする。

（三）
単位より他の単位への出向を命じられる従業員が業務上の原因により死傷した場合、出向元を労災保険責任を負う単位とする。

（四）
使用単位が法律、法規の規定に違反して請け負う業務を使用単位の主体資格を有していない組織或いは自然人に下請として発注し、当該組織或いは自然人が招聘した従業員は請負業務に従事した原因により死傷した場合、使用単位を労災保険責任を負う単位とする。

（五）
個人が他の単位に間借り対外経営を行い、その招聘した従業員が業務の原因により死傷した場合、その間借りされた単位を労災保険責任を負う単位とする。

上記の（四）、（五）に決めた労災保険責任を負う単位は、賠償責任を果し、または社会保険機構が労災保険基金から労災保険を支払った後、関連組織、単位または個人に賠償を追及する権利を有する。

三、労災認定の条件

「規定」第四条は社会保険行政部門が以下の情況を労災と認定する。

（一）
従業員が勤務時間と勤務場所で傷害を受けた場合は、使用単位或いは社会保険行政部門はそれが非業務上によることを証明する証拠がないこと。

（二）
従業員は、使用単位が組織した或いは使用単位の指示に従い他の企業が組織した活動に参加した際に傷害を受けたこと。

（三）
勤務時間内における従業員はその業務職責に関わる複数の勤務場所の間を往来した合理的な区域に業務上の原因により傷害を受けたこと。

（四）
その他の業務職責に関わり、勤務時間中及び合理的な区域内に傷害を受けたこと。

四、業務による外出期間の認定

「規定」第五条は社会保険行政部門が以下の情況を「業務による外出期間」と認定する。

（一）
従業員は、使用単位の指示に従い或いは業務により勤務場所以外に業務職責に関わる活動に従事する期間中。

（二）
従業員は、使用単位の指示に従い社外で研修或いは会議に参加する期間中。

（三）
従業員は、業務によりその他の社外活動に参加する期間中。

五、通勤ルートの認定

「規定」第六条は社会保険行政部門が以下の情況を「通勤ルート」と認定する。

（一）
合理的時間内に勤務地と居住地、経常居住地、単位宿舎との間を往復する合理的勤務ルート。

（二）
合理的時間内に勤務地と配偶者、父母、子供の居住地との間を往復する合理的勤務ルート。

（三）
日常的な仕事と生活に必要な活動に従事することに属し、且つ合理的時間と合理的勤務ルート。

（四）
合理的時間内にその他の合理的通勤ルート
六、コメント

１、「規定」第六条の（二）について、実際に各ケースの中身と状況は千差万別であるので、その「合理」を如何に判断できるものか、また誰が物事を決めるべきか、曖昧なルールは司法上に過大な自由裁量の空間を与える恐れがある。

２、「規定」第六条の（三）について、通常決まった帰宅時間より遅く帰宅した場合には、どう認定すべきか、

３、「規定」は「合理的時間」と「合理的ルート」を決めても、社会のすべて事象を網羅することが不可能である。裁判所は労災各案に当たり「合理性」法則の司法経験を積み重ね、全国範囲内の同一案件同一判決を実現することを確保できるか注目したい。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家税務総局の「国家税務総局の税収サービス及び管理の創新に関する意見」『重要法規解説』ご参照下さい
	2014/07/07

	2
	国家税務総局の新版増値税領収書の使用関連問題に関する公告现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/08/01

	3
	税関総署の国境を跨る貿易電子商務の貨物・物品の輸出入の監督事項に関する公告
	2014/08/01

	4
	国家食品薬品監督管理総局の医療器械登録管理弁法
	2014/10/01

	5
	国家税務総局の「重大税収違法案件情報公布弁法（試行）」の配布に関する公告
	2014/10/01

	6
	国家税務総局の「納税信用管理弁法（試行）」の配布に関する公告
	2014/10/01
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